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目次�

　北海道浜頓別町の夏のクッチャロ湖です。�

　この湖は、平成元年、日本で３番目にラムサール

条約（特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿

地に関する条約）登録湿地に指定された場所です。

毎年春と秋には２万羽ほどのコハクチョウが羽根を

休める日本最大級の渡りの中継地としても有名です。�

　この後背地を当社が所有しており、これまでに約

４０万本の植樹などを行い、森林の育成、自然環境

を育む活動を実施しております。�

　当社は、この森を『クッチャロ自然の森 だいどう』

と名付け、環境保全・自然愛護啓発のシンボルとし、

環境活動を展開していきます。�

表紙の説明�
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年6月�

代表取締役社長�

株主の皆様へ�

平成18年 6 月�

小澤正俊�

　株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。平素は格別のお引き立てを賜

り、心より厚く御礼申しあげます。�

　さて、当社第８２期（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）の報告書をお届けするにあ

たり、一言ご挨拶申しあげます。�
　�

　当社グループは、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、

個性的な企業集団」を目指すことを基本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着さ

せ、企業価値を高めることによって、株主、取引先、従業員および社会の信頼と期待に応えられ

る『前進する企業集団』を目指しております。�

　０５年度を最終年度とする中期経営計画期間においては、量から質への転換による事業の再構築

を進めることにより、当社グループの中核を成す特殊鋼事業の収益基盤は、大きな改善を見まし

た。さらに、業界を取り巻く大きな経営環境の変化のなか、高い技術力をもったグローバルサプ

ライヤーとしての地位を磐石なものとするため、本年３月、「『量の質化』と『質の拡大』」を基

本方針とした０８年度中期経営計画（06/4～09/3）を策定いたしました。具体的な施策は、後記の

「営業の概況」のうちの「（３）企業集団の対処すべき課題」以下に記載しておりますが、安定収

益基盤の拡充と成長事業・成長商品の深耕を図るべく、グループ一丸となってその達成に邁進す

る所存であります。�

　株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。�



（１）企業集団の営業の経過および成果
　当期の日本経済は、当初、世界的なＩＴ関連分野の調整等に
より、輸出、生産を中心に弱い動きがみられ、踊り場的状況に
ありました。しかし、期央には、アジア向けを中心に輸出が持
ち直し、生産についてもＩＴ関連分野の在庫調整が一巡するな
ど改善の動きが見られました。こうした中、景気は踊り場を脱
却し、全体的に穏やかながらも着実な拡大を続けました。
　特に自動車産業は前期に引き続き海外を中心に販売台数が
増加しました。それに伴い当社グループでも自動車関連事業を
中心にフル生産を継続することになりました。また、エレクト
ロニクス関連の一部の製品を除き、その他の事業につきまして
も需要は底堅く推移し、高水準の生産が継続いたしました。
　一方、コスト面では、ニッケル、モリブデンなどの各種金
属の高騰が続きましたが、コストダウンや販売価格の改善、
高収益品の拡販などその対応に努めました。
　その結果、当社グループの売上高は４，８０７億３百万円、前期
比５１５億９８百万円の増加、また、経常利益は３９３億６６百万円、
前期比１６７億３６百万円の増加で、増収増益となりました。
また、特別損益につきましては投資有価証券売却益、固定資
産の減損損失等を計上し、当期純利益は２１１億９６百万円、前期
比９８億１１百万円の増加となりました。
　なお、当期の配当金につきましては、先に中間配当金とし
て１株につき３円とさせていただきましたが、期末配当金は
１株につき５円とさせていただく案で株主総会にお諮りし、
ご承認いただきました。

（２）企業集団のセグメント（部門）別の状況
　①特殊鋼鋼材
　当社グループの特殊鋼鋼材の主要需要先である日系自動車
産業の生産水準は、国内販売は微増にとどまるも、北米・ア
ジア地域等での生産販売増加によるＫＤセットの輸出の大幅
な伸張により、前期比５％の増加となりました。その他の需
要分野につきましても、民間設備投資の増加により好調を維
持し、産業機械分野を中心に、特殊鋼鋼材の需要環境は好調
な状況が続きました。
　こうした環境下、既存設備の生産性向上を中心とした合理
化投資を実施することにより、増産対応をしてまいりました。
分塊圧延合理化、小型棒鋼製品用立体倉庫、製鋼工場と連続
鋳造工場間の取鍋搬送線路の複線化など設備能力の最大限発
揮を目的としたボトルネックの解消を積極的に行い、効果を
発揮しております。一方、ニッケルや著しく高騰したモリブ
デン、バナジウム等の合金のコストアップに対しては、価格

スライド制を導入すると同時に、コスト削減に努めてまいり
ました。
　また、ディーゼルエンジンの燃料噴射システムに使用され
る戦略商品であるコモンレール用鋼は、大幅に売上を拡大し
ております。
　その結果、当期の特殊鋼鋼材の売上高は２，６５６億２８百万円、
前期比１４．８％の増加となりました。
　②電子・磁性材料（エレクトロニクス材料から名称変更）
　ＩＣリードフレーム用ニッケル合金の帯鋼製品は、後半回
復基調に転ずるも、前半の低迷が大きく、売上は前期比マイ
ナスとなりました。磁石材料事業は、ＯＡ、家電向けの在庫
調整等で売上が減少するも、ＨＤＤ向けは需要が拡大し、堅
調に推移いたしました。また、薄膜・電子材料は、コバルト
蒸着材の数量は伸びたものの価格が下落したことにより、売
上が前期比マイナスするも、戦略商品である冷陰極管ニオブ
材、ハードコート用ターゲット材の売上が伸張いたしました。
　その結果、当期の電子・磁性材料の売上高は５１６億９６百万円、
前期比１．９％の増加となりました。
　③自動車部品・産業機械部品
　自動車部品関連では、好調な自動車生産や、トラック・Ｓ
ＵＶ（スポーツ多目的車）・商用車のディーゼル排気ガス規制
の施行に伴う需要もあり、型鍛造品や熱間精密鍛造品等が堅
調に推移いたしました。また、欧州向けを中心にターボチャ
ージャーの需要も旺盛で、それに伴い精密鋳造品も販売増と
なりました。平成１８年３月には、ディーゼル車を中心に使用
されるターボチャージャー用精密鋳造品の製造能力増強工事
が完了いたしました。
　産業機械部品関連も堅調に推移いたしました。航空機需要
の本格的な回復に伴い、当社が高いシェアを持つジェットエ
ンジン用シャフトはフル生産を継続しております。また、船
舶ディーゼルエンジン用バルブや発電機用タービン関連素材
の生産も需要の拡大により堅調に推移いたしました。
　その結果、当期の自動車部品・産業機械部品の売上高は
１，０４０億９１百万円、前期比１１．９％の増加となりました。
　④エンジニアリング
　環境設備製品につきましては、前期並の売上レベルでした。
一方、工業炉製品につきましては、自動車関連を中心とした
堅調な民間設備投資に牽引され、多品種・小ロットに適した
熱処理炉であるＳＴＣ炉や連続炉等の熱処理炉製品が好調に
推移いたしました。
　その結果、当期のエンジニアリングの売上高は３３８億９２百万
円、前期比１０．４％の増加となりました。
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　⑤新素材
　チタン製品は、医療用途や、プラント用途の需要は引き続
き旺盛でしたが、原材料の入手制約により受注制限せざるを
得ませんでした。しかし、原料高騰に対応して製品価格の改
善を行った結果、売上は増加いたしました。
　粉末製品は、自動車部品用の高機能素材を中心に好調に推
移いたしました。また、需要増加に対応して、焼結用水アト
マイズ溶解炉の増強を行いました。
　その結果、当期の新素材の売上高は１１４億９９百万円、前期比
４０．８％の大幅な増加となりました。
　⑥流通・サ－ビス
　全般として基調の変化はありませんが、子会社の建材部門
で輸入材との競合激化により売上が減少し前期比マイナスと
なりました。
　その結果、当期の流通・サービスの売上高は１３８億９５百万円、
前期比７．７％の減少となりました。 

（３）企業集団の対処すべき課題
　今後の日本経済は、個人消費と設備投資を中心とした自律
的な拡大局面が続くと思われます。雇用、所得環境の改善を
背景とした個人消費の拡大、企業の豊富なキャッシュ・フロ
ーを原資とした設備投資の拡大も続くと見込まれます。不安
材料として、原油価格のさらなる高騰、米国経済の減速に伴
う輸出の落ち込みなどにより景気が一時的に減速する懸念も
ありますが、個人消費は堅調を維持し、景気の腰折れ要因は
生まれにくい状況にあります。特に自動車産業は引き続き海
外販売が好調を維持し、海外生産も北米、アジアを中心に引
き続き増加するものと見込まれます。
　したがいまして、特殊鋼鋼材につきましては、合理化投資
の効果を確実に発揮していくとともに、今年度に稼動開始す
る軸受鋼熱処理設備等についても確実に立ち上げ、需要に対
応していく予定です。また一方で、原材料や原油価格の高騰
が継続する懸念もあり、さらなるコストダウンや合理化を推
進し、収益の確保に努めてまいります。
　その他の事業につきましても需要環境は概ね堅調に推移す
ると思われますが、当社グループの今後のさらなる発展のた
め、「№１商品」を軸とした戦略商品群に対する強化を着実に
推進し、収益構造の改善に努めてまいります。現在は、高合
金鋼、工具鋼等の高級特殊鋼や、ジェットエンジン用シャフ
ト等の強化のための特殊溶解設備・熱処理設備を増強中です。
また、海外では、平成１７年６月から中国・蘇州で電動パワー
ステアリング用磁石の量産を開始いたしましたが、華南地区
でも当社グループによる工具鋼の販売体制を強化しておりま
す。また、米国・オハイオ州では、自動車関連部品の強化の
ための熱間精密鍛造設備を増強中です。
　さらに、平成１８年３月に日立金属株式会社と包括的業務提
携を結びましたが、高級特殊鋼分野を中心として、今後、そ
の効果を発揮できるよう努めてまいります。
　環境対応等の面から、自動車の軽量化、有害物質の削減等、
当社グループに期待される技術水準は、ますます高くなって
おります。
　今後とも、各種最先端の技術を活用し積極的な技術開発を
行い、高い技術力を持ったグローバルサプライヤーとしての
地位を磐石なものとするため、「『量の質化』と『質の拡大』」
を経営基本方針とした中期経営計画（０６/４～０９/３）を策定い
たしました。この中期経営計画の中では、以下の５点を重点
課題として掲げ、安定収益基盤の拡充と成長事業・成長商品
の深耕を図ってまいります。 
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　①特殊鋼事業の深化
　旺盛な自動車関連需要に対応するため、各種合理化投資の
効果を発現させ、生産性の向上および最大生産能力の拡大を
図るとともに、徹底したコスト削減を目指してまいります。
また、原材料環境変化およびユーザーのグローバル化に対応
するため、複眼的な提携・協業を推進してまいります。さら
に、高付加価値製品の生産技術・生産体制を革新し、リード
タイム短縮により高度化するユーザーニーズに対応してまい
ります。
　②戦略事業、「№１商品」への積極的な経営資源投入
　成長分野を伸ばすために、戦略事業および「№１商品」へ
の投資を積極的に推進してまいります。具体的には、航空機・
船舶・自動車向け等の鍛造品、チタン・粉末製品等の高機能
材料、磁材、ターボチャージャー関連部品等です。「№１商
品」については、グループ総合力を強化し、平成２１年３月期
の売上高２，０００億円（平成１８年３月期対比約２３％増収）を目標
にしてまいります。
　③研究開発、事業化の加速
　攻めのＲ＆Ｄに向けて研究開発費を５０％アップし、研究開
発体制を刷新いたします。エレクトロニクス関連部材、環境・
省エネ技術、自動車関連部材に重点を置き、グループ内の共
同研究開発体制を強化し、組織横断的な技術開発・商品化を
図ります。シーズ開発については、１０年先を見据えた「ネク
スト１０研究室」を核として、長期的視野にたって検討を進め
てまいります。
　④連結経営の強化によるグループ企業価値の向上
　戦略子会社の育成、強化を進める一方で、低採算事業につ
いては、さらに事業再構築あるいは撤退を進めます。また、
垂直分業の役割を果たすグループ会社については、一体運営
体制を強化し、グループトータルでのコストダウンを推進い
たします。また、生産性大幅アップを目指した活動と省人投
資を行ってまいります。
　⑤マネージメント体制の強化
　平成１６年から実施している「モノづくり改革、ヒトづくり
革新」活動によりさらなる生産性向上を図ります。また、部
門、連結子法人等の枠を超えた横断的業務革新を推進し、内
部統制の強化を図ります。
　さらに、あらゆるステークホルダーに対して企業の社会的
責任（ＣＳＲ）を果たすことのできる体制を構築してまいり
ます。天災に対するリスク管理強化、企業倫理の徹底、地球
環境対応を積極的に推進し、市場あるいは社会から、より信
頼されるよう努めてまいります。

（４）企業集団の資金調達の状況
　当期の所要資金は、自己資金および主として借入金で充当
いたしました。

（５）企業集団の設備投資の状況
　当期において実施した企業集団の設備投資の総額は215億
５百万円であります。なお、セグメント別の設備投資の状況
については次のとおりであります。
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トピックス・新製品�

■世界最高の耐食性を有する�
　　　高硬度ステンレス鋼を開発�
－ 独自の加圧誘導溶解鋳造法で実現 －�
�
�
　当社は、NEDO（独立行政法
人 新エネルギー・産業技術総
合開発機構）の基礎技術開発促
進事業の助成を受けて開発した
独自の加圧誘導溶解鋳造法によ
り、硬さ・耐食性の向上に有効
な元素である「窒素」をステン
レス鋼に多量に添加する技術を
確立し、従来の高硬度ステンレ
ス鋼と同等の硬さを有したまま、
耐海水用鋼のSUS316に近い世
界最高の耐食性を有する鋼種の
開発に成功しました。�■技術開発研究所　研究展示室リニューアルオープン�

　　　　　　～私たちの今とこれから～��
　2005年 4月 5日、当社グループの技術・開発力をアピールす
る研究展示室がリニューアルオープンしました。白を基調とし
たクリーン＆シンプルなデザインの展示室は、現在から未来を
見通す大同特殊鋼が表現されており、当社グループ全体の“POWER”
を身近に感じとっていただけるギャラリーとなっております。�

■大同エコメット、当社知多工場�
　「2006　愛知環境賞 受賞」�
　今年の 2月 21日の「2006愛知環境賞表彰式」で、当社のグループ
会社である大同エコメット㈱と当社知多工場が「汚泥・ばいじんに含
まれるニッケル等のリサイクル事業」で銀賞を受賞しました。これは
資源循環や環境負荷低減を目的とした取組みを実施する企業などを表
彰するものです。当リサイクル施設は、2005年10月から操業を開始し、
特殊鋼製造工程で発生する汚泥・ばいじんからニッケル等の含有率を
高めた合金を回収します。�
�

■クールビズ　モデルは「小澤社長」�
　当社は、「環境負荷低減、環境保全」を積極的に進めております。�
ところで、昨年の愛知万博、いかがでしたか。多くの思い出を
作られたことと思いますが、環境博ともいわれた万博の会期中、
施設などで使われている環境関連技術を一般の見学コースでは
ない裏側から見ることが
できる「バックヤードツ
アー」のツアーガイドを
派遣しました。また国連
世界環境の日（6月 5日）、
EXPO ドームにおいて開
催された「COOL BIZ　
COLLECTION」にエコ
ファッションショーのモ
デルとして、当社の小澤
正俊社長を初め中部地区
から多くの財界人が出席
しました。�
�
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540

5,300

4,940
4,807

4,291

3,678
3,445

3,271

435
394

226

90
3932

'01 '02 '03 '04 '05 '06�
（見通し）�

'08�
〈中期〉�

売上高�

（億円）�

経常利益�

（億円）�

売上高・経常利益推移�

■アーバンネット名古屋ビルへ�
　本社移転�

■06～08年中期経営計画発表�
　 － 安定収益基盤の拡充と成長事業・成長商品の深耕 －��
　当社グループは、国際的に厳しい環境下で安定的に高収益をあげ得る体
制を築くとともに、資本市場からも評価される高い経営効率を目指し、得
られた成果を株主の皆様に還元してまいります。「08中期経営計画」では、
成長を続ける自動車向け材料の拡充を進め、質・量の追求による成長を目
指すとともに、電子・航空機・発電・プラント向け等の高機能・差別化商
品である『No.1商品』の拡大を図ります。また、当社は環境に配慮しつつ、
社会の持続可能な発展に向けて貢献をし続けていきます。�

■悲願のハンドボール日本リーグ制覇�
　　《9年ぶり10回目の優勝》�
�

■日立金属と包括的業務提携に合意�

�
　日本ハンドボールリーグのプレー・オフ決勝が2006年 3月 19日、東京・
駒沢体育館で行われ、当社が大崎電気を破り、9年ぶり10回目の優勝を果
たしました。久しぶりの
日本リーグ優勝はファン
の皆様をはじめ、関係者
の皆様の熱い声援の賜物
です。今年は日本リーグ
制覇に続き悲願の４冠達
成に向け新戦力も充実し、
スピードハンドボールを
追い求め、かつての黄金
時代を目標にスタートを
切りました。今後とも皆
様の応援をお願いします。�
�

　当社は、2006年 3月、日立金属㈱と特殊鋼分野を中
心として包括的な業務提携を行うことにつき合意しま
した。特殊鋼市場は、産業のグローバル化の進展と顧
客要求品質の高度化に伴い、より一層の経営の効率化
と開発スピードの
向上が求められて
おります。両社の
経営資源を有効活
用することにより、
相互の経営効率を
高め、国際競争力
の強化を図ります。�
�

�
　当社は、興銀ビル（名古屋市中区錦）が建替えを前
提に 2006 年 3 月末
日をもって閉鎖され
たため、昨年 12月、
アーバンネット名古
屋ビル（名古屋市東
区東桜）に本社を移
転しました。22階建
ての同ビルは、地下
鉄「久屋大通駅」の
東側（名古屋テレビ
塔の東）に位置し、
利便性・機能性に優
れたビルです。�
�
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�

�

７７，２７８�

７２，２１６�

１２，５７８�

３，４８８�

７，０６３�

１８，７６０�

�

２０，７００�

５２，４７０�

１２，０４２�

１，６９４�

４，３１２�

５９�

４，９８５�

�

�

�

�

�

�

�

（負　債　の　部）�

（資　本　の　部）�

（少数株主持分）�

流 動 負 債 �１９１，３８４�

９６，２６４�

２８７，６４８�

３７，１７２�

１６，５２０�

２８，５４８�

８７，０４７�

１，３５６�

１５２�

１７２，６４７�

４７６，８１６�

固 定 負 債 �

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

利 益 剰 余 金 �

土地再評価差額金�

１８，５４８�株式等評価差額金�

為替換算調整勘定�

△１７８�自 己 株 式 �

少数株主持分�

資 本 合 計 �

負 債 合 計 �

負債、少数株主持分及び資本合計�

科 目 �金 額 �

連結貸借対照表� 連結損益計算書�

�

�

現金及び預金�

受取手形及び売掛金�

棚 卸 資 産 �

繰延税金資産�

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

建物及び構築物�

機械装置及び運搬具�

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

そ の 他 �

�

�

投資有価証券�

長 期 貸 付 金 �

繰延税金資産�

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

１４，８２３�

１２０，７５２�

９２，３１６�

５，６９７�

４，５２３�

△９７１�

�

�

４７，０５７�

６８，０６６�

３０，０４３�

４，９１４�

３，１２６�

�

�

７２，２２１�

２８３�

１，１８４�

１２，５１１�

△６４５�

（資　産　の　部）�

流 動 資 産 �２３７，１４１�

２３９，６７４�

４７６，８１６�

（１５３，２０９）�

（９０８）�

（８５，５５６）�

固 定 資 産 �

有形固定資産�

無形固定資産�

投資その他の資産�

資 産 合 計 �

科 目 �金 額 �

平成１８年３月３１日現在� （単位：百万円）� 平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで� （単位：百万円）�

�

�

支払手形及び買掛金�

短 期 借 入 金 �

未払法人税等�

未 払 費 用�

賞 与 引 当 金 �

そ の 他 �

�

社 債 �

長 期 借 入 金 �

繰延税金負債�

再評価に係る繰延税金負債�

退職給付引当金�

連結調整勘定�

そ の 他 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

売 上 高 �

�

売 上 原 価 �

販売費及び一般管理費�

�

�

�

受取利息及び配当金�

持分法による投資利益�

そ の 他 �

�

支 払 利 息 �

そ の 他 �

�

�

�

�

投資有価証券売却益�

貸倒引当金戻入額�

固 定 資 産 売 却 益 �

そ の 他 �

�

特 別 退 職 金 �

減 損 損 失 �

固定資産廃売却損�

投資有価証券評価損�

そ の 他 �

�

�

�

営 業 収 益 �

�

営 業 費 用 �

�

�

営 業 利 益 �

�

営 業 外 収 益 �

�

�

�

営 業 外 費 用 �

�

�

�

�

�

特 別 利 益 �

�

�

�

�

特 別 損 失 �

�

�

�

�

�

�

法人税、住民税及び事業税�

法人税等調整額�

少 数 株 主 利 益 �

�

�

営 業 損 益 �

�

�

�

�

�

�

営 業 外 損 益 �

�

�

�

�

�

�

�

経 常 利 益 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

税金等調整前当期純利益�

�

�

�

当 期 純 利 益 �

�

�

�

�

�

３９４，２１３�

４８，９４７�

�

�

�

１，０４８�

２，３３０�

１，６２７�

�

１，６９６�

１，４８６�

�

�

�

�

１，６５６�

１００�

２４�

１８８�

�

１，３６８�

８１２�

５４�

５０�

６１６�

�

１５，２６９�

△３１７�

�

�

科 目 �金 額 �

（ ） �経 常 損 益 の 部 �

（ ） �特 別 損 益 の 部 �

�

�

�

４８０，７０３�

�

�

４４３，１６１�

３７，５４２�

�

�

�

�

５，００６�

�

�

３，１８２�

３９，３６６�
�

�

�

�

�

�

１，９７０�

�

�

�

�

�

２，９０３�

３８，４３３�
�

１４，９５１�
２，２８５�
２１，１９６�



連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　1　．連結の範囲に関する事項
（1）連結子法人等の数…………………31社

主要な連結子法人等の名称………㈱大同キャスティングス、フジオー
ゼックス㈱、㈱ダイドー電子、大同
興業㈱、㈱大同ライフサービス、大
同アミスター㈱、日本鍛工㈱、㈱大
同機械製作所、下村特殊精工㈱

前連結会計年度まで連結子法人等であった特殊発條興業㈱について
は、平成１７年１２月２１日付けの株式譲渡契約に基づき、その全株式を譲
渡したことに伴い、連結の範囲から除外しております。なお、連結計
算書類の作成にあたっては、同社の平成１７年９月３０日までの損益を取
り込んでおります。

（2）主要な非連結子法人等の名称……大同電工（蘇州）有限公司等
連結の範囲から除いた理由………非連結子法人等はいずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期
純損益（持分に見合う額）および利
益剰余金（持分に見合う額）等は、
いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないためであります。

　2　．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社の数………８社

主要な持分法適用関連会社の名称……日本精線㈱、理研製鋼㈱、王子製鉄
㈱、東北特殊鋼㈱、丸太運輸㈱、桜
井興産㈱

（2）持分法を適用しない非連結子法人等および関連会社のうち主要な会社
　　の名称………………………………大同電工（蘇州）有限公司等
持分法を適用しない理由…………持分法非適用会社は、それぞれ当期

純損益（持分に見合う額）および利
益剰余金（持分に見合う額）等に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法の
適用範囲から除外しております。

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、
各社の営業年度にかかる計算書類を使用しております。

　3　．連結子法人等の営業年度等に関する事項
　連結子法人等のうち、DAIDO PDM（THAILAND）CO., LTD.、㈱
大同機械製作所、天文大同特殊鋼股　有限公司、DAIDO AMISTAR
（M） SDN. BHD.、大同スペシャルメタル㈱、DAIDO AMISTAR（S） 
PTE LTD、OHIO STAR FORGE CO.、Daido Steel（America）Inc. 
の決算日は12月31日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であるた
め、当該連結子法人等の営業年度に係る計算書類を基礎として連結を
行っております。
　ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。

　4　．会計処理基準に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
　①有価証券　その他有価証券

時価のあるもの……主として決算期末日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）

時価のないもの……主として移動平均法による原価法
　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合および

それに類する組合への出資（証券取
引法第２条第２項により有価証券と
みなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方
法によっております。

　②デリバティブ………………………時価法
　③棚　卸　資　産………………………主として総平均法による原価法
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産……当社および国内連結子法人等は定率法（ただし、平

成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を
除く）は定額法）によっております。

　　　　　　　　　ただし、当社の知多工場、知多型鍛造工場、知多帯
鋼工場、一部の国内連結子法人等および在外連結子
法人等は定額法によっております。

　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　建　物　及　び　構　築　物　７～60年
　　　　　　　　　　　機械装置及び運搬具　３～17年
②無形固定資産……定額法によっております。
　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。
③長期前払費用……均等償却によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金………債権の貸倒による損失に備えるため、主として、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金………従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、
主として支給対象期間に応じた支給見込額を計上し
ております。

③退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき計上しております。

　　　　　　　　　数理計算上の差異は、10年による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。

　　　　　　　　　過去勤務債務は、１０年による定額法により按分した
額を費用処理しております。

（4）重要な繰延資産の処理方法
　社債発行費は支出時に全額費用として計上しております。

（5）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。
　なお、在外子法人等の資産、負債、収益および費用は、決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分および資本
の部における為替換算調整勘定に含めております。

（6）重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、主として通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法…………金利スワップについて特例処理の要件を満

たしているため、特例処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象…当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであ
ります。

　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ手段……金利スワップ
　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象……借入金
③ヘッジ方針…………………金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。

仁扮�
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④ヘッジ有効性評価の方法…金利スワップについては特例処理によって
いるため、有効性の評価を省略しております。

（8）収益の計上基準
　長期・大型の請負工事（工期１年超・請負金額５億円以上）につい
ては、工事進行基準を採用しております。

（会計方針の変更）
　工事進行基準を適用する長期大型工事は、従来、工期１年超かつ請
負金額１０億円以上の工事としておりましたが、受注工事の請負金額が
従来に比べて小型化しており、今後もその傾向が継続すると見込まれ
ることから、期間損益計算の一層の適正化を図るため、当連結会計年
度から工事進行基準を適用する長期大型工事を、工期１年超かつ請負
金額５億円以上の工事に変更いたしました。この変更により、従来の
方法によった場合に比べ、当連結会計年度の売上高は１７９百万円、営業
利益、経常利益および税金等調整前当期純利益は１２百万円それぞれ増
加しております。

（9）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理………消費税および地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。
　5　．連結子法人等の資産および負債の評価に関する事項
　連結子法人等の資産および負債の評価については、全面時価評価法
を採用しております。

　6　．連結調整勘定の償却に関する事項
　連結調整勘定は、５年間で定額法により償却しております。

　7　．利益処分項目等の取扱いに関する事項
　連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。

　8　．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更
（固定資産の減損に係る会計基準）
　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１４
年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日）を適用しております。
これにより税金等調整前当期純利益は８１８百万円減少しております。

表示方法の変更

未払費用の表示方法
　前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて表示しており
ました「未払費用」（前連結会計年度３，１３６百万円）については、表示科
目の明瞭性を高めるために、当連結会計年度より区分掲記しております。

連結貸借対照表および連結損益計算書の注記

　1　．有形固定資産の減価償却累計額 347,228百万円
　2　．有形固定資産から直接控除した圧縮記帳額 1,207百万円
　3　．担保に供している資産

預　　　　　　　金 1百万円
有　形　固　定　資　産 14,１07百万円
投　資　有　価　証　券 2,365百万円
　上記のほか、土地（投資その他の資産）102百万円を特別目的会社
である有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーション（以
下借主）の借入金2,547百万円の担保に供しております。
　借主が借入金返済の期限の利益を喪失した場合など、当社は同債
務を借主に代わり、代位弁済することができます。代位弁済しない
場合には、貸主は上記担保提供資産の所有権を清算金（時価との差
額）による清算を伴って移転させることにより同債務を消滅させる
こと（代物弁済）を予約する契約を締結しております。
　また、借主の借入金8,198百万円（上記2,547百万円を含む）に対し
て、匿名組合出資金（投資有価証券）495百万円、その他（投資その

他の資産）228百万円に質権が設定されております。
　4　．土地再評価差額金

　連結子法人等である日本鍛工㈱が、土地の再評価に関する法律（平
成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を
行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。
　なお、日本鍛工㈱が実施した土地の再評価の方法は以下のとおりで
あります。
日本鍛工㈱
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119
号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて算出しており
ます。
　・再評価を行った年月日 平成11年３月31日
　・再評価を行った土地の期末における時価と
　　再評価後の帳簿価額との差額 △3,626百万円

　5　．偶発債務
（1）保　証　債　務　　　　　　　　　　3,965百万円
　　（うち連結会社負担分　　　　　　3,695百万円）
（2）手形債権流動化に伴う買戻し義務額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　579百万円
（3）有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同

社の有する建物が天災地変により滅失または毀損した場合、524百万円
を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っております。

（4）瑕疵担保責任
　平成１８年１月に当社の連結子法人等であった特殊発條興業㈱の当社
保有全株式を日本発条㈱へ譲渡したことに伴い、譲渡日以前の事象に
起因する特殊発條興業㈱の製造物責任・土壌汚染等について、譲渡先
に対し３，２００百万円を上限とする瑕疵担保責任（譲渡日から最大１０年
間）を負担しております。
　譲渡に際しては、当社、特殊発條興業㈱および譲渡先の合意の下、
充分な事前調査を行っており、現時点では譲渡先および第三者に対し
て損失補償の負担が現実に発生する可能性は極めて低いと考えられます。

　6　．減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上しております。

　当社グループは、事業用資産については主に継続的に収支の把握を
行っている管理会計上の区分（事業所別等）を基礎とし、キャッシュ・
フローの相互補完性を考慮した一定の事業単位でグルーピングを行っ
ております。また、将来の使用が見込まれない遊休資産については、
個別の資産グループとしております。
　これらの資産グループのうち、近年の継続的な地価の下落等に伴い
回収可能価額が低下した事業用資産の一部および遊休資産について、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（８１２百万
円）として特別損失に計上しております。
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定し
ており、主として不動産鑑定評価額もしくは固定資産税評価額に合理
的な調整を行って算出した金額により評価しております。

　7　．一株当たり当期純利益　　　　　　48円19銭

なお、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

減　損　損　失　金　額
用途および場所

計リース資産建物及び構築物土地

６８５－－６８５事業用資産（倉庫）
（大阪市鶴見区）

１２７２３４５５８遊休資産
（愛媛県今治市他１１件）

８１２２３４５７４３合　　　計

（百万円）
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重要な会計方針

　1　．資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券　子会社株式および
　　　　　　　関連会社株式…………………移動平均法による原価法
　　　　　　　その他有価証券

　時価のあるもの……………決算期末日の市場価格等に基
づく時価法

　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しており
ます。）

　時価のないもの……………移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合

およびそれに類する組合への
出資（証券取引法第２条第２
項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法によって
おります。

（2）デリバティブ………………………………時価法
（3）棚卸資産　製品・半製品・仕掛品………総平均法による原価法
　　　　　　　原材料・貯蔵品………………移動平均法による原価法

　2　．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産……定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）は定額法）によっており
ます。

　　　　　　　　　　ただし、知多工場、知多型鍛造工場および知多帯鋼
工場については、定額法によっております。

　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　建　　　　物　７～50年
　　　　　　　　　　　　　　機　械　装　置　４～17年
（2）無形固定資産……定額法によっております。
　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。
（3）長期前払費用……均等償却によっております。

　3　．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

　4　．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

（2）賞与引当金………従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるた
め、支給対象期間に応じた支給見込額を計上してお
ります。

（3）退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当期末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上し
ております。

　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、10年による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しており
ます。
過去勤務債務は、１０年による定額法により按分した
額を費用処理しております。

（4）受注工事損失引当金…受注工事の損失に備えるため、当期末の未引渡工事
のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を
合理的に見積もることができる工事について、翌期
以降の損失見込額を計上しております。

　　　　　　　　　　なお、この引当金は商法施行規則第４３条に規定する
引当金であります。

　5　．収益の計上基準
　長期・大型の請負工事（工期１年超・請負金額５億円以上）について
は、工事進行基準を採用しております。
（会計方針の変更）
工事進行基準を適用する長期大型工事は、従来、工期１年超かつ請負
金額１０億円以上の工事としておりましたが、受注工事の請負金額が従
来に比べて小型化しており、今後もその傾向が継続すると見込まれる
ことから、期間損益計算の一層の適正化を図るため、当期から工事進
行基準を適用する長期大型工事を、工期１年超かつ請負金額５億円以
上の工事に変更いたしました。この変更により、従来の方法によった
場合に比べ、当期の売上高は１７９百万円、営業利益、経常利益および税
引前当期純利益は１２百万円それぞれ増加しております。

　6　．リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

　7　．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法…………金利スワップについて特例処理の要件を満

たしているため、特例処理によっております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象…当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ手段……金利スワップ
　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象……借入金
（3）ヘッジ方針…………………金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。
（4）ヘッジ有効性評価の方法…金利スワップについては特例処理によって

いるため、有効性の評価を省略しております。

　8　．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理………消費税および地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

　9　．重要な会計方針の変更
（固定資産の減損に係る会計基準）
　当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９
日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これに
よる税引前当期純利益に与える影響はありません。

表示方法の変更

前払年金費用の表示方法
　前期において固定資産の投資その他の資産「その他」に含めて表示し
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ておりました「前払年金費用」（前期末２，３４８百万円）については重要性
が増したため、当期より区分掲記しております。

貸借対照表および損益計算書の注記

　1　．関係会社に対する金銭債権債務
 短期金銭債権 45,079百万円 長期金銭債権 15,586百万円
 短期金銭債務 25,454百万円 長期金銭債務 40百万円

　2　．有形固定資産の減価償却累計額   260,785百万円

　3　．有形固定資産から直接控除した圧縮記帳額 863百万円

　4　．担保に供している資産
　土地（投資その他の資産）102百万円を特別目的会社である有限会社タ
カクラ・ファンディング・コーポレーション（以下借主）の借入金2,547
百万円の担保に供しております。
　借主が借入金返済の期限の利益を喪失した場合など、当社は同債務を
借主に代わり、代位弁済することができます。代位弁済しない場合には、
貸主は上記担保提供資産の所有権を清算金（時価との差額）による清算
を伴って移転させることにより同債務を消滅させること（代物弁済）を
予約する契約を締結しております。
　また、借主の借入金8,198百万円（上記2,547百万円を含む）に対して、
匿名組合出資金（投資有価証券）495百万円、その他（投資その他の資
産）228百万円に質権が設定されております。

　5　．退職給付信託
　当期末における退職給付引当金および前払年金費用ならびに同引当金
と相殺されている退職給付信託における年金資産は、以下のとおりであ
ります。

　 退職一時金　 適格退職年金 合　計　
退職給付引当金 △14,666百万円 △1,407百万円 △16,073百万円
（退職給付信託設定額の控除前）
退職給付信託設定額 16,523百万円 4,127百万円 20,650百万円
　
退職給付引当金 －　　　 －　　　 －　　　
前払年金費用 1,856百万円 2,720百万円 4,577百万円

　6　．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 15,805百万円

　7　．偶発債務
（1）保　証　債　務 3,781百万円 （うち当社負担分1,259百万円）
（2）手形債権流動化に伴う買戻し義務額　　579百万円
（3）有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同
社の有する建物が天災地変により滅失または毀損した場合、524百万円を
累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っております。

（4）瑕疵担保責任
　平成１８年１月に当社の連結子法人等であった特殊発條興業㈱の当社保
有全株式を日本発条㈱へ譲渡したことに伴い、譲渡日以前の事象に起因
する特殊発條興業㈱の製造物責任・土壌汚染等について、譲渡先に対し
３，２００百万円を上限とする瑕疵担保責任（譲渡日から最大１０年間）を負担
しております。
　譲渡に際しては、当社、特殊発條興業㈱および譲渡先の合意の下、充
分な事前調査を行っており、現時点では譲渡先および第三者に対して損
失補償の負担が現実に発生する可能性は極めて低いと考えられます。 

　8　．関係会社に対する取引高
　　　売上高　 111,364百万円
　　　仕入高 124,804百万円
　　　営業取引以外の取引高 13,763百万円

　9　．一株当たり当期純利益 38円56銭

なお、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

14

当 期 未 処 分 利 益 �

任 意 積 立 金 取 崩 額 �

特別償却準備金取崩額�

圧縮記帳積立金取崩額�

�

�

利 益 配 当 金 �

〔 1 株 に つ き ５ 円 〕�

役 員 賞 与 金 �

（うち 監 査 役 賞 与 金 ）�

任 意 積 立 金 �

特　別　償　却　準　備　金�

別　途　積　立　金�

�

次 期 繰 越 利 益 �

１９，７６０，９９２，２２３�
�

９８，６０８，７４６�

２２９，４７４，１９６�

�

�

２，１７０，５０７，９２５�

�

１１０，０００，０００�

９，０００，０００�

�

９２，７０８，２６６�

１３，０００，０００，０００�

�

�

�

２０，０８９，０７５，１６５�

�

�

�

�

�

�

�

�

１５，３７３，２１６，１９１�

　�

４，７１５，８５８，９７４�

利益処分�

（単位：円）�

これを次のとおり処分します。�

（注）　平成１７年１２月１２日に、１，３０２，５０６，６６１円（１株につき普通配当３円）の中�
　　　間配当を実施しました。�

（　　　　　）�
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会社の概況（平成１８年３月３１日現在）�

会社が発行する株式の総数� １，１６０，０００，０００株�
発 行 済 株 式 の 総 数 � ４３４，４８７，６９３株�

大株主の状況（上位７名）�
株 主 数 � ３８，６３１名�

新日本製鐵株式會　�

明治安田生命保険相互会社�

株式会社みずほコーポレート銀行�

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行�

日本発条株式会社�

日本マスタートラスト�
信託銀行株式会社（信託口）�２７，０３５�

　　―千株�

―�

―�

７�

―�

４４，２９８千株�

２０，７５９�

１５，６５８�

１５，５４３�

１２，６９７�

　６．２�

　１０．２％�

　４．８�

　３．６�

　３．６�

　２．９�

　　―％�

―�

―�

―� ―�

０．０�

日本トラスティ・サービス�
信託銀行株式会社（信託口）�

―�

２１，６１４� 　５．０�

―�

―�

当社への出資状況�

持 株 数 �出資比率�持 株 数 �出資比率�

当 社 の 大 株 主 �
へ の 出 資 状 況 �株 主 名 �

祀社

（注）１．当社は、新日本製鐵株式會　の株式１２，７６０千株（出資比率０．２
％）を退職給付信託として、三菱UFJ信託銀行株式会社に信託
しております。なお、当社は議決権行使に関して、当該信託財
産の受託者への指図権を有しております。�

　　　２．株式会社三菱東京UFJ銀行は、平成１８年１月１日付けで株式
会社UFJ銀行と株式会社東京三菱銀行の２行が合併して名称変
更となったものであります。�

　　　３．当社は、株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ株式２
千株（出資比率０．０％）を所有しております。その他、当社は、
株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ株式０千株（出資
比率０．０％）を退職給付信託として、三菱UFJ信託銀行株式会
社に信託しております。なお、当社は議決権行使に関して、当
該信託財産の受託者への指図権を有しております。�

　　　４．当社は、株式会社みずほフィナンシャルグループ株式７千株
（出資比率０．１％）を所有しております。その他、当社は、株
式会社みずほフィナンシャルグループ株式１千株（出資比率０．０％）
を退職給付信託として、三菱UFJ信託銀行株式会社に信託して
おります。なお、当社は議決権行使に関して、当該信託財産の
受託者への指図権を有しております。�

　　　５．当社は、日本発条株式会社の株式について、上記以外に30,892
千株（出資比率12.7％）を退職給付信託として、三菱UFJ信託
銀行株式会社に信託しております。なお、当社は議決権行使に
関して、当該信託財産の受託者への指図権を有しております�

祀社

（1）株式の状況�

■�

（2）企業集団の主要な事業内容�

■�
■�
■�

・自動車、産業機械および電気機械向け部品�
　用材料、建設用材料、溶接用材料�

・特殊鋼鋼材加工、流通�

・原材料販売�

・運輸、物流�

・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材�
　製品（OA・FA用モーター、自動車用メー�
　ター・センサー、計測機器用部品等）�

・型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品�
　（自動車・ベアリング向け部品等）�

・自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼�
　・化工機・石油掘削用部品、宇宙・航空機�
　用部品等）�

・鋳鋼品（鉄道用マンガンレール、自動車・�
　産業機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼�
　品等）�

・精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通�
　信機器用部品、チタンゴルフヘッド等）�

・製材用帯鋸�

・エンジンバルブ�

・圧縮機器、油圧機器、工作機械部品�

・鉄鋼設備、各種工業炉ならびにその付帯設�
　備、環境関連設備（排水・排ガス・廃棄物�
　等の処理設備）、工作機械等�

・機械設備の保守管理�

・粉末製品、チタン材料製品、形状記憶合金等�

・開発製品�

・グループ会社製品の販売、福利厚生サービ�
　ス、不動産・保険事業�

・ゴルフ場経営�

・分析事業、ソフト外販事業�

特 殊 鋼 鋼 材 �

セグメント区分� 主 要 な 事 業 内 容 ま た は 製 品 �

電子・磁性材料�

自動車部品・�

産業機械部品�

エンジニアリング�

新 素 材 �

流通・サービス�
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従業員数� 前期末比増減�

＋　７９名� ３９．５歳� １９．５年�

平均年齢� 平均勤続年数�

３，５４２名�

　　７０４　� △　　２２　�流通・サービス�

　　２９３　� △　　　１　�全 社（ 共 通 ）�

１０，２３１　　� ＋　２３９　�合 　 計 �

　　３１０　� △　　　２　�新 　 素 　 材 �

　　５３３　� △　　　６　�エンジニアリング�

２，６５９　� △　　９４　�自動車部品・産業機械部品�

１，６０１　� ＋　３１５　�電子・磁性材料�

４，１３１名� ＋　　４９名�特 殊 鋼 鋼 材 �

従業員数� 前期末比増減�セグメント区分�

■企業集団の従業員数�

■当社の従業員数�

（3）企業集団の主要な営業所および工場等�

（4）従業員の状況�

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　　　　会　社　名 　本社所在地�　�

大同興業株式会社 名古屋市東区�

DAIDO PDM（THAILAND）CO., LTD. タイ国サムトプラカーン県�

大同アミスター株式会社 大阪府大東市�

天文大同特殊鋼股　有限公司 台湾　桃園県�

DAIDO AMISTAR（M）SDN. BHD. マレーシア国セランゴール州�

下村特殊精工株式会社 千葉県市川市�

大同ステンレス株式会社 大阪府東大阪市�

DAIDO AMISTAR（S）PTE LTD シンガポール国�

大同マテックス株式会社 川崎市川崎区�

大同資材サービス株式会社 名古屋市南区�

大同原料サービス株式会社 名古屋市南区�

大同テクニカ株式会社 愛知県東海市�

株式会社ダイドー電子 岐阜県中津川市�

Daido Electronics（Thailand）Co., Ltd. タイ国アユタヤ県�

大同スペシャルメタル株式会社 東京都港区�

株式会社大同キャスティングス 名古屋市港区�

フジオーゼックス株式会社 静岡県菊川市�

日本鍛工株式会社 兵庫県尼崎市�

東洋産業株式会社 横浜市鶴見区�

　　　会　社　名  　　　所　在　地�
　�
 本　　社 名古屋市東区東桜一丁目１番１０号�　�
 営業所等 東京本社、大阪支店、�
  福岡、広島、新潟（燕市）各営業所�　�
 工　場　等 知多（東海市）、星崎（名古屋市）、�
  川崎（川崎市）、知多型鍛造（東海市）、�
  渋川（渋川市）、知多帯鋼（東海市）、�
  王子（東京都）、粉末（名古屋市）各工場、�
  滝春テクノセンター（名古屋市）�　�
 研　究　所 技術開発研究所（名古屋市）�

仁扮�

　　　　会　社　名 　本社所在地�　�

大同スターテクノ株式会社 群馬県渋川市�

日星精工株式会社 名古屋市南区�

大同精密工業株式会社 東京都豊島区�

OHIO STAR FORGE CO. 米国オハイオ州�

株式会社大同機械製作所 名古屋市南区�

大同環境エンジニアリング株式会社 名古屋市南区�

大同プラント工業株式会社 名古屋市南区�

株式会社大同ライフサービス 名古屋市南区�

木曽駒高原観光開発株式会社 長野県木曽郡木曽町�

株式会社大同分析リサーチ 名古屋市南区�

株式会社スターインフォテック 名古屋市東区�

Daido Steel（America）Inc. 米国イリノイ州�

大同特殊鋼�
株式会社�

（注）△印は、減少を示す。�

（注）平成17年12月26日付けで、本社を名古屋市中区錦一丁目11番18号
から移転いたしました。�

（注）１．大同原料サービス株式会社は、平成18年４月15日付けで大同�
　　　　　エコメット株式会社に社名変更いたしました。�
　　　２．特殊発條興業株式会社は、当期において日本発条株式会社に�
　　　　　全株式を譲渡したため、企業集団から除外となりました。�

（注）1



主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

商事６５．５１，５１１大 同 興 業 株 式 会 社

工具鋼プレートの加工販売９０．０１５７
DAIDO PDM（THAILAND） 

CO., LTD.
金属製品および完成工具類
の製造、販売ならびに加工９６．８４３５大同アミスター株式会社

金型用プレートの加工販売５１．０１４１
天文大同特殊鋼股　

有限公司
金型用鋼、金型用プレートの
販売８９．６７，９８０DAIDO AMISTAR（M）

SDN. BHD.
特殊鋼精密ロッドの製造、販
売ならびに加工８３．８２９７下村特殊精工株式会社

ステンレス線材の加工およ
び販売８８．０２００大同ステンレス株式会社

金型の製造販売５１．０３，８２０DAIDO AMISTAR（S）
PTE LTD

工具鋼、ステンレス鋼等鋼材
の加工および販売１００．０１００大同マテックス株式会社

当社および関連企業への諸
資材の販売１００．０６０大同資材サービス株式会社

当社および関連企業から発
生する廃棄物のリサイクル
ならびに製鋼用原料・資材
の製造、販売

１００．０３０大同原料サービス株式会社

鋼材の精整作業５５．０４０大同テクニカ株式会社

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

ネジ、ボルトの製造および販売１００．０８０日 星 精 工 株 式 会 社

圧縮機部品、クラッチ等の製
造および販売７９．２９０大同精密工業株式会社

小型鍛造品の製造および販売１００．０２６OHIO STAR FORGE CO.

特殊鋼鋼材

※

※

※

※

※

※

※

千US$
百万円 ％

自動車部品・産業機械部品

百万円 ％

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

磁性材料の製造および販売１００．０１，４９０株式会社ダイドー電子

磁性材料の製造および販売８５．０
１４０

Daido Electronics
（Thailand）Co.,Ltd.

ニッケル、ニッケル合金の製
造および販売５０．０４００大同スペシャルメタル株式会社

電子・磁性材料

※

百万円 ％

百万円

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
鋳造品、特殊鋼管材の製造
および販売１００．０２，２１５株式会社大同キャスティングス

エンジンバルブ等の製造お
よび販売５１．７３，０１８フジオーゼックス株式会社

鍛鋼品の製造および販売１００．０３１０日 本 鍛 工 株 式 会 社
鍛鋼品の製造および販売１００．０１６０東 洋 産 業 株 式 会 社
鍛造品の機械加工、精整、熱
処理等の請負１００．０１５０大同スターテクノ株式会社

自動車部品・産業機械部品

※

百万円 ％

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
工作諸機械、各種機械の製
造および販売９６．０３１０株式会社大同機械製作所

灰溶融炉設備の運転・保守
業務請負１００．０５０大同環境エンジニアリング株式会社

炉関係の設計および製作な
らびに販売６４．３３６大同プラント工業株式会社

エンジニアリング

※
百万円 ％

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
当社および関連企業の福利
厚生施設の管理運用１００．０４９０株式会社大同ライフサービス

ゴルフ場およびホテルの経営５５．７２３７木曽駒高原観光開発株式会社
製鋼、鋳物、セラミックス等の
分析・試験・調査業務の請負１００．０７５株式会社大同分析リサーチ

情報通信機器によるシステムの企
画、設計、開発、保守運用受託１００．０４５株式会社スターインフォテック

輸出・輸入商事１００．０９Daido Steel（America）Inc.

流通・サービス

（注）１．※印は、間接所有の株式を含みます。
２．電子・磁性材料部門の大同スペシャルメタル株式会社は、出資比率が
100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子法人等とし
たものであります。

※

※

百万円 ％

百万
BAHT

百万円

仁扮� 百 万
N T $

千RM

百万円

千S$

百万円

US$

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
ステンレス鋼線、金属繊維等
の製造および販売３３．０４，０６２日 本 精 線 株 式 会 社

特殊鋼二次製品、切削工具
等の製造および販売３８．７４８５理 研 製 鋼 株 式 会 社

普通鋼（平鋼）の製造および販売３５．６３４５王 子 製 鉄 株 式 会 社
高級特殊鋼、加工製品の製
造および販売１０．１８２７東北特殊鋼株式会社

運輸および倉庫業４５．０１００丸 太 運 輸 株 式 会 社
金属製品の熱処理の請負４３．３７５桜 井 興 産 株 式 会 社
電気工事の設計施工および自動
制御盤等の設計製作４０．０７０泉電気工業株式会社

沿岸荷役、倉庫および運輸業３５．０３０川 一 産 業 株 式 会 社

百万円 ％

※

※

（注）１．※印は、間接所有の株式を含みます。
２．東北特殊鋼株式会社は、出資比率が100分の20未満でありますが、実
質的な影響力を持っているため関連会社としたものであります。なお、
緊密な者または同意している者の出資比率は23.8%であります。

百万
BAHT
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会社の概況（つづき）�

（5）重要な子法人等および関連会社の状況�

■重要な子法人等の状況�

■重要な関連会社の状況�
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株式についてのご案内�

事 業 年 度 �

�

定 時 株 主 総 会 �

基 準 日 �

�

剰余金配当の基準日�

中間配当の基準日�

株主名簿管理人�

�

�

同事務取扱場所�

�

�

�

�

同 取 次 所 �

�

�

公 告 方 法 �

　当社は、インターネット上にホームページを開設し、企業情報提供による知名度・理解度向上、社外との情報交換を促進するとともに、
購買・販売・技術のグローバルなコミュニケーションの場として、さまざまな情報をご案内しています。�

�
　住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求および配当金
振込指定に必要な各用紙のご請求は、下記株主名簿管理人の中央
三井信託銀行株式会社のフリーダイヤルまたはホームページをご
利用ください。�
●フリーダイヤル　0120－87－2031（24時間受付：自動音声案内）�
●ホームページ  http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

（ｈｔｔｐ //ｗｗｗ．ｄａｉｄｏ．ｃｏ．ｊｐ/）�・�・�

（お知らせ）�

１．二村文友氏は、商法第１８８条第２項第７号ノ２に定める社外取
締役であります。�

２．橋爪　優、波多健治郎の両氏は、株式会社の監査等に関する商
法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。
�

（注）�

�

毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年�

　　　　　　　　６月�

　　　　　　　　毎年３月３１日�
（その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めます。）

　　　　　　　　毎年３月３１日�

　　　　　　　　毎年９月３０日�

�

東京都港区芝三丁目３３番１号�

中央三井信託銀行株式会社�

�

〒４６０－８６８５　名古屋市中区栄三丁目１５番３３号�

中央三井信託銀行株式会社�

　　　　　　　　　名古屋支店　証券代行部�

電話 0120 －78 －2031（フリーダイヤル）�

�

中央三井信託銀行株式会社　本店および全国各支店�

日本証券代行株式会社　本店および全国各支店�

�

電子公告（当社ホームページに掲載）�

【アドレス】http://www.daido.co.jp/koukoku/�

※事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行

います。�

（6）取締役および監査役の状況�

代表取締役会長�

代表取締役社長�

代表取締役副社長�

代表取締役副社長�

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

高 山 　 剛 �

小 澤 正 俊 �

田 中 敬 一 郎 �

久 村 修 三 �

熊 澤 正 光 �

倉 橋 基 文 �

俣 野 一 彦 �

奥 村 博 司 �

稲 垣 佳 夫 �

二 村 文 友 �

南 　 省 次 �

近 藤 龍 夫 �

中 村 貞 行 �

嶋 尾 　 正 �

津 田 孝 良 �

澤 近 泰 昭 �

深 谷 研 悟 �

橋 爪 　 優 �

矢 橋 大 三 郎 �

波 多 健 治 郎 �
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